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（英文） 
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資料-5：テクニカルノート 
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国道三号線橋梁（スンバ橋）改修計画準備調査 

テクニカルノート（案） 

 

 

スンバ橋改修計画準備調査において、公共事業省インフラ局（DNI/MTP）と JICA Preparatory 

Survey Team は下記の技術的諸事項に関して、確認しました。 

なお、これらの確認事項に関しては調査団が帰国後、外務省、JICA 本部等の日本側関係者と

の協議を経て最終的に決定される。 

 

1. 架橋位置 

新橋の架橋位置は、下記の条件を満足させるために現橋より上流側に約 17m*シフトした位置と

する。 

① 新橋の架橋位置は、現在の不連続な線形を改善して、スムーズな平面線形となる位置とす

ること。 

② 新橋の架橋位置は、新橋の工事中において現橋及び現道を迂回路として使用し、現橋の交

通を維持出来る位置とすること。 

③ 新橋の架橋位置は、新橋の橋台及び橋脚の工事が現橋の橋台及び橋脚に悪影響を及ぼさな

い位置とすること。 

※ なお、シフト量（約 17m）に関しては、今後の測量結果及び線形検討により多少の変動が生

ずる可能性がある。 

 

2. 橋梁の縦断 

橋梁の縦断は、下記の条件を満足させるために現橋台位置での路面高を約 3.2m＊嵩上げする高

さとする。 

① 計画高水位は既往最大水位（現路面高より 1.0m 上）とする。 

② 桁下余裕高は 1.0m とする。 

③ 上部工構造高は約 1.2m とする。 

※ なお、嵩上げ高さ（現路面高より約 3.2m）に関しては、今後の水理・水文解析及び構造解

析により多少の変動が生ずる可能性がある。 

 

3. 適用設計基準 

適用設計基準はギニア国公共事業省インフラ局の設計基準（1996 年）、道路橋示方書（2012

年：日本）、道路構造令（日本：2015 年）、河川管理施設等構造令（2013 年：日本）及び AASHTO

の基準とする。 

  

（和文） 
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4. 幅員構成 

橋梁及び取付道路の幅員構成は下図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ なお、橋梁部の歩道幅員に関しては今後の協議による。 

 

5. 橋梁形式 

橋梁形式は、PC3 径間連結ポストテンション方式中空床版橋（L=3@25.0m=75.0m）を採用す

る。 

 

6. 現橋の撤去 

現橋は、新橋建設後に即撤去する。 

 

7. ユーティリティの移設 

(1) 情報通信ケーブル 

現橋に添加されている通信管（光ファイバー）は、ギニア国側の負担で、共用開始前迄に新橋

に移設する。 

(2) 電力線 

取付道路の施工に支障となる既存の電柱および電力線を工事範囲外に移設する。 

なお、移設はギニア国側が新橋工事着工前までに実施する。 

 

8. 設計速度 

ギニア国内での道路整備における基準設計速度は、ギニア国公共事業省インフラ局の設計基準

により 100km/h が推奨されている。しかし、新取付道路の平面曲線半径は、地形の制約と沿道家

屋への影響を最小限に抑えるために 245m として計画する必要がある。したがって、設計速度は

道路構造令における平面曲線半径の最小値の規定により 60km/h とする。 

 

  

（橋梁部） （取付け道路部）

＊
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9. 舗装構成 

取付道路の舗装設計では、ギニア国公共事業省維持管理局において 2011 年に実測された大型車

の軸重データを用いる。 

 

10. 設計活荷重 

フランスの基準における設計活荷重よりも日本の道路橋示方書（2012 年）における B活荷重の

方が発生曲げモーメントが大きいので、B活荷重を採用する。 

11. 設計水平震度 

設計水平震度（Kh）は、既往の地震に関するマグニチュード（M）及び震央距離（km）より求

められる最大加速度応答スペクトル（60gal）を考慮して得られた Kh=0.1 を採用するものとす

る。 

12. 照明灯 

(1) 橋梁 

橋梁上の照明灯の設置に関しては今後の協議による。 

(2) 取付道路 

現道に設置されている既存のソーラー式照明灯を移設して再利用する。 

なお、移設はギニア国側が供用開始迄に実施する。 

13. 環境社会配慮調査 

スンバ橋に関する EIA は 2008 年に実施し、環境認証を取得済みである。しかし、当 EIA は実

施から 10 年が経過し、加えて今回の設計見直しにより、環境影響評価を要する範囲が変更にな

った。従って、2008 年の環境認証より環境影響範囲が変更・追加になることから、本準備調査

において環境社会配慮調査を実施し、再度 EIA レポートを作成して、新たに環境認証を 2018 年

4 月迄に取得する。 

14. 用地取得及び住民移転 

ギニア国側は、架橋位置をシフトすることによる新取付け道路及び護岸の建設のための用地取

得及び必要な補償を含む住民移転を P/Q 公示までに確実に実施する。また、用地取得、住民移転

対象者を主な対象とするステークホルダーミーティングをギニア国側が開催し、その議事録を作

成する。 

15. 施工ヤード 

ギニア国側は、新橋建設に必要となる施工ヤードを P/Q 公示までに確実に確保する（図-1 参

照）。 
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16. 土取り場及び採石場 

ギニア国側は、新橋建設に必要となる土取り場及び採石場を PQ 公示までに確実に確保する

（図-2 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Teruo Nakagawa 

Chief Consultant 

Preparatory Survey Team 

Japan International Cooperation Agency 

Japan 

Dr. Bakary Kaba 

Directeur National 

Direction Nationale des Infrastructures

Ministère des Travaux Publics 

République de Guinée 

コナクリ, 2017 年 9 月  日

図-1 施工ヤード（候補地） 図-2 土取り場及び採石場（候補地）

作業ヤード 

（100m×100m）

桁製作ヤード 

（200m×

スンバ橋 

土取り場 砕石場 

スンバ橋 
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資料-6：簡易住民移転計画 

 

 

簡易住民移転計画 

 

 

1. 用地取得・住民移転 

 用地取得と住民移転の必要性 

 用地取得 

サイト内（仮設、工事ヤード、事務所などを含む）には、私有地、ディストリクトの共有林が存

在しており、本件実施によりこれらの用地取得が見込まれる。サイト内に存在する建造物は以下

の表の通りである。 

 

表 1-1-1 サイト内民有地保有状況 

 氏名 面積（m2） 敷地内構造物 地価(百万 GNF) 

左岸 Tabousou 地区 Tabonsou ディストリクト  

1 A 440 家屋 20,000,000

2 B 662 家屋、鶏舎、貯水層など 20,000,000

3 C  
540

11,500
家屋、商店、レンガ製作
場等 

67,917,732
50,000,000

4 D  451 家屋、商店、パン屋等 75,000,000

5 E 425 特になし 75,000,000

6 F 1,064 特になし 150,000,000

FT 共有林 3,248 樹木 国有地

11 G 330 樹木 30,000,000

右岸 Khorira-centre 地区/ Khonsoyah ディストリクト 

7 H  1,315 家屋、交通警察駐在所 165,000,000

8 I  865 家屋、鶏舎など 100,000,000

9 J  350 家屋 50,000,000

10 K  200 樹木 3,026,326

FK2 共有林  747 樹木 国有地

FK1 共有林 1,157 樹木 国有地

上記は、2018 年 1 月～4 月に実施した現地調査の結果に基づく。赤字部分は工事期間中のみの

用地取得（仮移転）面積、黒字部分は恒久取得面積である。合計で、用地取得面積合計は、23,294m2

である（仮移転：17,127、用地取得: 6,167）。 

 

 住民移転 

サイト内には、8世帯 43 名が居住している。尚、不法居住者は存在しない。これら 8世帯 43 名

のうち、非自発的住民移転が発生するのは、8世帯 43 名である（うち、3世帯 18 名は一時移転）。 
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この影響世帯、影響人数は代替案の項で検討したとおり、最小の非自発的住民移転対象者であ

る。これらの移転の可能性がある世帯に対し、世帯の基礎情報（世帯主、家族構成、年齢など）に

関する調査を実施した。その結果は下表の通り。 

 

表 1-1-2 移転の可能性がある世帯 

番号 世帯主 
世帯 
人数 

住居の
場所 

住居建設費 
賃貸料 

移転の種類 

左岸 Tabousou 地区 Tabonsou ディストリクト  

2 B 5 2 150 百万 GNF 一時移転 

3 C  9 3 200 百万 GNF 一時移転 

4 D  5 4 232 百万 GNF 恒久移転 

5 L  6 4 300,000 GNF/月 恒久移転 

6 M  4 4 300,000 GNF/月 恒久移転 

7 N 4 4 200,000 GNF/月 恒久移転 

8 O  6 4 200,000 GNF/月 恒久移転 

9 P  4 3 200,000 GNF/月 一時移転 

 合計 43    

赤字：賃貸居住者、黒字：住居・住居購入者 

左岸の恒久移転対象となる 5世帯のうち、No.5 から 8は No.4 の所有する建物に店舗兼自宅を

借りている。また、No.9 は、No.3 の住居の一部を店舗兼自宅として借りている。 

 

 用地取得と住民移転にかかる法的枠組み 

ギニアでは、住民移転や用地取得での補償や県令は、共和国憲法第 13 条、土地コード（私有・

国有地コード：Code foncier domanial）において以下のように記載されている。 

 

出典：関連法規、再委託先報告書、ギニア共和国カポロ零細漁港整備計画準備調査報告書 

尚、ギニアの地方部においては、現在も慣習法による土地所有も存在しており、売買が行われ

た後、政府（住宅省：Ministaire d’habita）により所有、登記が行われる場合もある。 

 

法令 記載内容 

憲法 第 13 条において、国民の資産所有権利を補償。 

土地収用に関し、「何人もその事業が広く公共利益に資するものでなく、かつ事

前の公正な補償がないのであれば、土地を収用されることはない。 

土地コード 第 39 条：土地所有者は人または法人と定義し、平和的、個人的、継続的または

誠実な（納税等）居住者を土地所有者としている。 

第 55 条：補償は適正に実施する（これ以上の記載はない）。 

第 69 条：補償は土地収用によって被る定量的で直接的な損失を全てカバーす

る。 

表 1-1-3 用地取得と住民移転にかかるギニアの法令 
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 JICA ガイドラインとギニア法令とのギャップ分析 

JICA 環境社会配慮ガイドラインとギニアにおける用地取得・住民移転関連法令との比較の概略

を表 1-4 にまとめる。用地取得や被影響住民への補償・生計回復支援に関するギニアの政策は、

JICA のガイドラインと大きな乖離は見られないが、多少のギャップも残っており、これらギャッ

プに注意し、本事業が JICA のガイドラインを満たすべく、実施機関に働きかける。 

表 1-1-4 JICA ガイドラインとギニア法令とのギャップ 

項目 
JICA 環境社会配慮 

ガイドライン 
ギニア関連法令 本件の方針 

非正規居住者
への支援 

非自発的住民移転及び
生計手段の喪失の影響
を受ける者に対しては
十分な補償及び支援
が,本事業実施主体者
等により適切な時期に
与えられなければなら
ない。 

平和的、個人的、継続的
または誠実な（税金納入
など）居住者はその土地
の所有者とみなされ、経
済活動と土地の損失に
対する補償を受ける。 
ただし、非正規居住者へ
の明確な補償は記載さ
れていない。 

正規、非正規居住者を問わ
ず非自発的住民移転及び生
計手段の喪失を受ける者に
対して、補償及び支援を行
う。 
環境影響評価報告書に記載
される、PGES において、適
切な支援ができるよう、計
画を策定し、計画内容の実
行についてモニタリングを
行う。 

社会的弱者へ
の支援 

社会における意思決定
プロセスへのアクセス
が弱いことに留意し、
適切な配慮がなされな
ければならない。 

土地を持たない弱者が
移転を強いられる場合、
損失する生計手段につ
いて補償される。 

土地を持たない弱者の非自
発的移転については、適切
な支援を行う。 

損失資産の補
償 金 算 出 方
法・支払い時
期 
生活回復支援 

再取得価格に基づき、
補償金を算出し、支払
いは事業開始前に行わ
れる。 
生活再建は、移転前の
生活水準や収入機会、
生産水準において改善
または、回復できるよ
うに努めなければなら
ない。 

損失資産の補償額は土
地・建物の再取得圧覚で
計算され、補償は事前に
公平に行われる。 
生活再建は、再定住先ま
での支援方法・体制の規
定はない。また、生活回
復のための職業訓練・斡
旋等の規定もない。 

一時移転者を含む移転対象
者に対して、確実に且つ適
切な時期に補償は支援が受
給できるようにする。 
移転による生計手段や収入
機会を失う住民に対して
は、生活再建に向けた具体
的支援策を提案する。 

苦情処理 苦情処理メカニズムを
整備して被影響住民や
周辺コミュニティが移
転によって不利益を被
らないようにする。 

苦情処理メカニズム整
備の規定はない。一般的
に RAP 委員会を設置し、
委員会が苦情対応を行
う。 

プロジェクト実施者が苦情
処理メカニズムの機能を含
んだ RAP委員会を整備して、
苦情対応を行う。 

補償 補償は可能な限り再取
得価格に基づき行わな
ければならない。 

補償額は、土地、建物等
の再取得価格で計算さ
れ補償は、事前に公平に
実施される。 

補償は可能な限り再取得価
格に基づいて計算し、事前
に公平に行う。 

 

 用地取得と住民移転の規模・範囲 

 用地取得の範囲 

用地取得の範囲は、前述のように 11 区画の私有地と 3区画の共有林地の取得が必要となる。 

 住民移転受給資格者 

サイト内に居住する 8世帯 43 名の非自発的住民移転発生することが見込まれる。上述したとお

り、サイト内には、3 世帯 19 名が自前の土地に居住し、5 世帯 24 名が住居を借りて生活してい



資料-6 

377 

る。住民移転の対象となる人々は、2017 年 12 月 28 日時点での居住者とし、この日時を住民移転

のカットオフデートとした。なお、対象地域に不法居住者は確認されなかった。 

 商業移転受給者 

恒久移転、一時移転対象の商業店舗の受給資格者は、店舗経営者および従業員である。なお、

受給資格店舗はすべて家族経営で従業員は雇っていない。商業移転の対象となる店舗は、2017 年

12 月 28 日時点での経営している店舗とし、この日時を商業移転のカットオフデートとした。対

象となるのは、8店舗及び交通警察の小屋である。 

なお、店舗を構えない行商人、簡易テーブルなど移動可能な商売を行っている業者は、C/P 都の

協議し、補償対象外とした。 

 社会経済調査結果 

2017 年 12 月から 4月に住民移転対象者の全世帯 8世帯に対して、家計、生活、財産、住居、家

族構成、移転希望先などに関する調査を実施した。また、商業移転対象者には、8 店舗（100％）

に対して、販売品目（活動内容）、店舗構造、利益、家賃、移転先希望に関する調査を実施した。 

 住民移転対象世帯への調査結果概要 

 移転の同意：全世帯となる 8 世帯が、移転に関して同意すると回答した。移転に反対する世

帯は無かった。 

 移転に関する心配事：「ギニア政府が移転費用を工事開始前までに支払ってくれるか」をすべ

ての世帯が心配していた。また、一時移転対象者は、工事終了後土地を取り戻せるかを心配し

ている。 

 職業：住民移転対象世帯の世帯主の職業は、地元での店舗経営（雑貨店、レストランなど）が

半数を占めていた。 

 家族構成：8世帯のうち、最小の家族構成は 4名、最大は 9名であった。世帯あたりの平均人

数は 5.4 名であった。 

 家屋・住居の所有：世帯主個人が家屋の所有者である世帯は 3世帯であった。5世帯は賃貸料

を支払っている。 

 家屋・住居への補償希望：持ち家を所有している 3 世帯すべてが、新築家屋での代貸補償で

はなく、現金補償を希望した。 

 移転希望先：全世帯が、現在居住しているディストリクト内への移転を希望した。 

 果樹・家畜・耕作地の所有：3 共有林地区の 712 本に加え、8 世帯 107 本の果樹が存在する。 

 商業移転対象世帯への調査結果概要 

 本案件への理解：全店舗の経営者が本案件の実施を理解、賛成している。反対意見はなかっ

た。 

 移転の同意：8店舗すべてが移転に同意している。 

 販売品目：8店舗のうち、日用品販売店が 3店舗と最も多い。日用品販売店では、たばこ、食

料品（飴、缶詰、ビスケット、ミネラルウォーターなど）などを販売している。 

 店舗状況：8店舗のうち 7店舗が賃貸である。残りの 1店舗が自前である。すべての店舗が毎

日営業していると答えている。また、すべての店舗が家族経営であり、従業員は雇用していな
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い。店舗の建設費用は、一番高額な建設費用は 46 百万 GNF（日用品販売店）で、最低の店舗

は 10 百万 GNF（パンク修理）であった。 

 販売利益：日額の売り上げは 15 万 GNF から 35 万 GNF である。 

 移転希望：すべての商業移転対象者は金銭補償を希望し、そのお金で自分が希望する場所に

移転する事を望んでいる。 

 

 

店舗場所の 3の 3件は工事ヤード内で一時移転対象となり、店舗場所 4、8及び通警察小屋は取

り付け道路内で恒久移転となる。 

2. 補償・支援の具体策 

住民移転、商業移転、土地所有者への支援の具体策を以下に記す。 

 

表 2-1-1 補償・支援の具体策 

損失の種類 受給権者 補償内容 

1.私有地 

1)恒久的な損失 

土地および住
居等所有者 

- すべての対象者が金銭による補償を希望しており、金銭に基づ
く補償を行う。 

- 土地及び住居は、同等の住居を新規で建設した場合の再取得価
格（土地、建物）を公共事業省が金銭で支払う。 

- 引っ越し支援等：関連費用を公共事業省が支払う。 
- 生計回復策：当該世帯の 1ヶ月分の収入と同額の金額を公共事

業省が支払う。 
賃貸住居者 - すべての対象者が金銭による補償を希望しており、金銭に基づ

く補償を行う。 
- 公共事業省が、同等の住居を賃貸した場合の費用を支払う。 
- 引っ越し支援等：関連費用を公共事業省が支払う。 
- 生計回復策：当該世帯の 1ヶ月分の収入と同額の金額を公共事

業省が支払う。 

商業施設 - すべての対象者が金銭による補償を希望しており、金銭に基づ
く補償を行う。 

- 公共事業省が、同等の店舗を新規で建設した場合の費用を支払
う 

- 引っ越し支援等：関連費用を公共事業省が支払う。 
- 店舗施設については、同等の施設を購入する際に必要な費用を

支払う。 
- 営業利益損失：当該店舗の 1ヶ月分の収入と同額の金額を公共

事業省が支払う。 

番号 店舗  店舗 
場所 

日額 
売上 

店舗建設費用
（百万 GNF） 

賃貸料 

 左岸 Tabousou 地区 Tabonsou ディストリクト 

1 レンガ工房   3 200,000 35 200,000 GNF/月 

2 パン屋   4 350,000 46 200,000 GNF/月 

3 レストラン   4 300,000  4 300,000 GNF/月 

4 カフェ   3 150,000 4 100,000 GNF/月 

5 日用品販売店   3 150,000 46 200,000 GNF/月 

6 日用品販売店   4 150,000 46 200,000 GNF/月 

7  日用品販売店  4 150,000 46 200,000 GNF/月 

 右岸 Khorira-centre 地区/Khonsoyah ディストリクト 

8 パンク修理店  8 200,000 10 土地所有者 

9 交通警察小屋  9 - 30 土地所有者 

表 1-1-5 移転対象店舗への聴き取り結果概要 
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2)一時的な損失 

土地所有者 - すべての対象者が金銭による補償を希望しており、金銭に基づ
く補償を行う。 

- 期間は 28 ヶ月を想定 
- 公共事業省と当事者が協議の上、算出金額を合意する。 

住居等所有者 - すべての対象者が金銭による補償を希望しており、金銭に基づ
く補償を行う。 

- 期間は 28 ヶ月を想定 
- 同等の住居を賃貸した場合の費用を支払う。 
- 引っ越し支援等：関連費用を公共事業省が支払う 
- 生計回復策：当該世帯の 1ヶ月分の収入と同額の金額を公共事

業省が支払う。 

賃貸居住者 - すべての対象者が金銭による補償を希望しており、金銭に基づ
く補償を行う。 

- 期間は 28 ヶ月を想定 
- 同等の住居を賃貸した場合の費用を支払う。 
- 引っ越し支援等：関連費用を公共事業省が支払う 
- 生計回復策：当該世帯の 1ヶ月分の収入と同額の金額を公共事

業省が支払う。 
商業施設 - すべての対象者が金銭による補償を希望しており、金銭に基づ

く補償を行う。 
- 期間は 28 ヶ月を想定 
- 同等の住居を賃貸した場合の費用を支払う。 
- 引っ越し支援等：関連費用を公共事業省が支払う 
- 店舗施設については、同等の施設を購入する際に必要な費用を

支払う。 
- 営業利益損失：当該店舗の 1ヶ月分の収入と同額の金額を公共

事業省が支払う。 
2 共有林  - 金銭による補償を行う。 

3.果樹、樹木に
対する補償 

樹木の所有者 - 金銭による補償を行う。 

 

3. 苦情処理メカニズム 

 移転委員会の設置 

環境許可証が発行され次第、公共事業省は移転委員会の設置を Dubréka 県に指示する。移転委員

会（Comité  d’execution）は、住民移転、商業移転、土地所有の手続きなどにおいて、苦情が

発生することを想定し、本住民移転に関する苦情を受け付ける機関として、Khorira 郡に設置され

る。委員会レベルで対応できる苦情には迅速に対応するが、委員会での対応が難しい場合、公共

事業省が設置するモニタリング委員会(Comité  de Suivi)が対応する。 

 

移転委員会のタスク 

住民移転計画の円滑な実施及び補償内容、補償時期等に関する苦情の受付、対応。必要に応じ、

事業実施主体（公共事業省との情報共有、協議） 

 

移転委員会のメンバー 

委員長：県地方分権化コミュニティ担当事務局長（ Secretaire Général chargé des 

collectivités decentrarisées de Dubréka） 

副委員長：県土地整備局長 
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メンバー：郡長（Sous Préfet ）、Khorira 郡コミュニティ長（Maire de commune rurale Khrira ）

公共事業省県職員、環境水森林省県職員、農業省県職員、経済協力省権代表、県会計担当、現

地ＮＧＯ、ディストリクト代表（Khorira Centre District 及び Tabonsou District） 

メンバーは、Dubréka 県知事によって任命され、毎週の開催が基本である。なお、必要に応じて、

臨時委員会の開催もできる。毎回の委員会の開催後には議事録が作成され、関係者に共有される。 

 

 モニタリング委員会とステアリングコミッティ 

モニタリング委員会は公共事業省に設置し、移転委員会をモニタリングし、移転活動が円滑に実

施されているかの管理を行う。 

 

モニタリング委員会のメンバー 

委員長：公共事業省 

メンバー：公共事業省、生活国土開発省（2 名）、経済財務省代表、Dubréka 県代表、移転委員会

代表 

モニタリング委員会は毎月の開催を基本とする。 

 

尚、PARC 全体の管理は、ステアリングコミッティ（Comité  de pilotage）が担当する。 

委員長：公共事業省 

メンバー：公共事業省、農業省、都市国土整備省、居住省、経済財務省 

ステアリングコミッティは、毎月の開催を基本とし、特に省庁間の調整、情報共有を目的に実施

される。 

 

4. 住民移転に責任を有する機関の特定とその責務 

（1）公共事業省 

公共事業省は政府機関の本件実施責任機関であるとともに、住民移転、商業移転、用地取得の手

続きを実施し、以下の業務を実施する責務を有する。 

- 公共事業省は、住民移転、商業移転用地取得の各事項実施に際して、JICA 環境社会配慮ガイ

ドラインおよびそこで言及されている世界銀行のオペレーションポリシーOp4.12 に従い、必

要な保障や支援を実施する。 

- 公共事業省は、水・環境・森林省より環境許可を取得する。その際に必要な費用（委員会の開

催、住民移転など）を用意する。 

- 公共事業省は、住民移転、商業移転、土地収用に関する保障費用を用意する。 

- 公共事業省は住民移転、商業移転、土地収用の各事項が円滑に実施スケジュールどおりに実施

されるよう、必要な保障、支援を対象者に対して適切な時期に行う。 

- 公共事業省は、住民移転、商業移転、用地取得の各手続きを行う前に、対象となる人々全員か

ら合意書を書面で受領する。 

- 公共事業省は、移転委員会、モニタリング委員会が受領する被影響者からの苦情をうけ、適切

に対応する。 
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- 公共事業省は、住民移転、商業移転、用地取得の手続きの進捗を確認し、決められた時期に

JICA 事務所に進捗を報告する。 

 

（2）移転委員会 

移転委員会は住民移転、商業移転、用地取得の各手続きが円滑に計画通り実施されることを促進

し、公共事業省と密に情報共有を図る。 

 

（3）財務省 

財務省は、公共事業省と協力して、住民移転、商業移転、用地取得の補償金の支払いを適切に、

円滑に、適切な時期に行う。 

 

（4）国土土地整備省 

同省は、住民移転、商業移転、用地取得の各手続きに際して、既存住居、店舗、土地の少雨状況そ

の金額（価値）を適切に調査判断する。また、住民移転、用地取得に際して求められる土地価格

の算出を行う。 

 

（4）環境・水・森林省 

環境・水・森林省は本案件の環境許可を発行する。また、許可省発行後も本事業が適切な環境管

理、影響の緩和などを行っているかモニタリング、指導を行う。 

 

5. 実施スケジュール他 

 実施スケジュール 

現在、環境許可証は、2018 年 8 月 31 日までに得ることを想定して準備を進めている。環境許可

証を受領後は、以下のスケジュールが想定される。 

 

表 5-1-1 移転の実施スケジュール案 

項目 責任機関/実施機関 時期 

移転対象者の補償内容の確

認のための調査（不動産の

評価額、補償内容など） 

公共事業省/公共事業省及び住民移転

実施委員会 

2018 年 9 月 

住民移転対象者及び商業移

転対象者の確定 

公共事業省/公共事業省及び住民移転

実施委員会 

2018 年 10 月 

住民移転対象者及び商業移

転対象者との移転、補償内

容合意文書に署名 

公共事業省/公共事業省及び住民移転

実施委員会 

2018 年 11 月 

補償予算の確保・受領 公共事業省/公共事業省、 

予算省、財務省 

2018 年 12 月 

補償費用の支払い 公共事業省/公共事業省及び住民移転 2018 年 1 月 
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実施委員会 

住民移転及び商業移転の開

始及び終了の確認 

公共事業省/公共事業省及び住民移転

実施委員会 

2018 年 2 月 

住民移転及び商業移転後の

サイトの整地 

公共事業省/公共事業省及び住民移転

実施委員会 

2019 年 3 月 

 

 費用と財源 

本案件の環境社会配慮実施にともない、ギニア国政府には以下の費用が発生する。総額は、約

250,000 ドルである。 

表 5-2-1 環境社会配慮実施に伴い発生する費用概算 

項目 概算費用（100 万 GNF） ドル換算 

住民移転保障費用 1,267 約 140,000 ドル 

商業移転保障費用 112 約 12,000 ドル 

用地取得費用 886 約 98,000 ドル 

ギニアフランからドルの換算は、OANDA7/31 のレート 8,989GNF/US$で換算 

 

 住民協議 

ステークホルダーミーティングを三度開催し、対象地の住民グループや個人業者等を対象に本

案件の概要および住民移転・商業移転の概要や補償について説明するとともに、住民の要望・意

見等を聴取した上で、補償対象の識別・査定を行った。 

また、関係自治体等が出席する会議が三度開催され、補償対象や査定プロセス等が調整・協議

された。 

 

第一回ステークホルダーミーティングの要旨 

場所・日
時・出席者
数 

Khorira 郡庁舎 
2017 年 12 月 19 日午前 10～12 時 
出席者数 63 名（うち女性 29 名） 

主な開催
目的 

- スンバ橋周辺
住民へのプロ
ジェクト内容
の説明 

- 環境社会配慮
調査の説明・
協力依頼 

主な出席者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 公共事業省代表（Dubréka 県職員含
む） 

- 交通警察（橋検問所代表） 
- 地区長（住民代表：Chef de quartier） 
- Khorira 郡長代理 
- Khorira 町長代理 
- 宗教者代表 
- 農家 
- 小売り個人業者 
- 教師 
- 環境社会配慮調査再委託先 
- 日本側調査団 

要点 
（説明・意
見等） 

公共事業省、環境担当より 
 プロジェクト目的・概要、期待される効果の説明 
 調査・工事期間中の協力依頼 
 環境社会配慮調査実施の目的（移転補償の概要も含む） 
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再委託先より 
 調査内容・方法、対象者の説明 
 社会属性・民族に囚われないに戸別の聞き取りにおける協力依頼 

住民からの要望 
 プロジェクトを歓迎し、早期の実施を望む 
 工事期間中に地元の若者を雇用してほしい 
 移転・補償対象の家屋の特定方法についての確認があった 
 周辺住民は河川の水を飲料水として利用しているため、水質への影

響の有無や飲料用の井戸掘削等への手当の有無につき質問があった 

住民からの要望に対し、公共事業省担当者から以下の返答がなされた。 

 若者の雇用：工事業者が地元の住民を雇用できるよう配慮を依頼する。

 移転、補償対象家屋の特定：ギニア、JICA のガイドラインに従った特定

が実施されることが説明された。 

 飲料水、水質への影響：影響が懸念される事項は、環境社会影響調査が

実施され、必要な対策提言される。その提言に従い公共事業省が必要な

対応を取る。井戸は調査の結果を踏まえ、担当する省庁と協議を行うこ

とを説明した。 

 

第一回関係者会議の要旨 

日程 2017 年 12 月 28 日 
主な開催
目的 

- 建設完了日の
協議 

- 住民移転・商
業移転への同
意 

主な出席者 - Khorira 郡副郡長 
- Khorira 地区長 
- Khorira 地方議会事務総長 
- Tabousou 地区長 
- Khorira 町長 
- Konseah 町長 
- Tabounsou 町長 
- Mamadou Oury DIALLO 森林鉱山部長 
- 環境社会配慮調査再委託先 

要点 
（説明・
意見等） 

再委託先より 
 カットオフデートの協議、決定 
 対象区域における商業活動などの停止を依頼した 
 補償対象の査定時に、不動産価値を過小評価しないことを約束した

 
副郡長より 
 対象区域の土地所有者への意識啓発を実施することを約束した 
 これに対し、地区・町自治体等も協力する意を示した 

 

第二回関係者会議の要旨 

日程 2018 年 3 月 15 日 
主な開催
目的 

 移転対象区域確認 
 不動産査定プロセスに関する

協議・合意 

主な出席
者 

 地区長 
 町長 

第二回ステークホルダーミーティングの要旨 

日程 2018 年 4 月 1 日 
主な開催
目的 

 町・地区長の下で、土地および
建物の所有者および対象区域
の管理者への聴取 

 不動産およびその所有者・管理
者の識別・査定 

主な出席
者 

 地区長 
 町長 
 不動産所有者・管理者
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第三回関係者会議の要旨 

日程 2018 年 4 月 4 日 
主な開催
目的 

 調 査 進 捗
の共有 

主な出席
者 

 郡 COC （ chargé des organisations 
communautaires） 

 郡環境部 
 郡国土・住居部 
 郡公共事業部 
 郡農業部 

 

第三回ステークホルダーミーティングの要旨 

場所・日時・
出席者数 

Khorira 郡庁舎 
2018 年 4 月 13 日午前 10～12 時 
出席者数 80 名（うち女性 30 名） 

主な開催
目的 

 スンバ橋周辺
住民へのプロ
ジェクト内容
の説明 

 環境社会配慮
調査結果（概
要）の説明 

 今後の予定の
共有 

主な出席者  公共事業省大臣他、（Dubréka 県職員
含む） 

 交通警察（橋検問所代表） 
 地区長（住民代表：Chef de quartier） 
 Khorira 郡長 
 Khorira 町長 
 宗教者代表 
 ユースグループ代表 
 女性グループ代表 
 Khorira 住民 
 環境社会配慮調査再委託先 
 在ギニア日本大使館 堀田参事官 
 JICA ギニアフィールドオフィス 
 日本側調査団 

要点 
（説明・
意見等） 

公共事業省大臣より 
 カアカ橋に続く日本の支援への感謝の表明 
 スンバ橋架け替えの重要性（国内・域内物流への貢献）の説明 
 当ミーティングにおいて立場に関係無く出された様々な意見を踏ま

えて環境影響調査の報告書がまとめられることの説明 
 
再委託先より 
 調査方法、法的枠組みの説明 
 現況の環境の説明 
 移転対象区域および補償金額（総額：2,156,331,552GNF=約

239,592US$3）の説明 
 移転・補償計画の共有 
 今後の予定の共有 

 
質疑応答および要望 
 移転補償金の支払い時期の確認 
 工事期間中に地元の若者を雇用してほしいという要望 
住民からの要望に対し、公共事業省担当者から以下の返答がなされた。 
 移転補償金の支払い時期の確認：何月何日と明言はできないが、工

事開始前には支払われる。 
 工事期間中に地元の若者を雇用してほしいという要望：工事業者が

地元の住民を雇用できるよう配慮を依頼する。 
 

 

  

                                                        
3 2018 年 5 月 2 日 9,000GNF/US$で換算。約 2,600 万円（109 円/US$） 
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 モニタリング体制 

環境影響の評価に基づいて作成したモニタリング計画案を以下に示す。 

1）モニタリング計画案（工事前） 

公共事業省による住民移転、商業移転対象者に必要な補償、支援がなされているかを確認する。 

 

 

分類 項目 モニタリング方法 

住民移転 

移転費用の支払い 

補償の履行状況（金銭支払い

書類、支援策の実行状況） 

生活再建費用の支払い 

樹木、果樹の補償 

その他補償金の支払い 

商業移転 

移転費用の支払い 
補償の履行状況（金銭支払い

書類、支援策の実行状況） 
生活再建費用の支払い 

その他補償金の支払い 

土地所有者 補償金の支払い  

移転委員会 
移転委員会の議事録の提出、公共事業省、環

境・水・森林省による対処記録 

 

 

2）モニタリング計画案（工事中） 

 

影響項目 項目 モニタリング

方法 

地点 頻度 責任機関/

負担者 

大気汚染 粉塵 目視 工事現場周辺 毎日 施工業者 

排気ガス 車両登録状況 工事事務所 月 1回 施工業者 

騒音 騒音 機器測定 近隣施設境界 工事期間中は毎日 施工業者 

騒音・振動 稼働時間記録 工事現場 工事期間中は毎日 施工業者 

水質汚濁 濁度・油分 目視 排水流入地点 基礎工事中は毎日 

それ以外は週 1回 

施工業者 

水質 pH,EC,COD, 

濁度、油分 

排水流入地点 異常発生時 施工業者 

廃棄物（生活） 廃棄物の管理 目視 生活廃棄物 週 1回 施工業者 

廃棄物（建設） 廃棄物の適正排出 目視 仮置き場 廃棄処分時 施工業者 

底質 底質の巻き上げ 目視 工事現場周辺 橋脚、橋台工事中

毎日 

施工業者 

土地利用や地

域資源利用 

用地借用 契約書 工事事務所 リース契約時 公共事業

省 

既存の社会イ

ンフラや社会

サービス 

工事による交通障

害緩和措置 

工事月報 工事事務所 月 1回 施工業者 

HIV/AIDS 等の

感染症 

安全衛生管理 工事月報 工事事務所 月 1回 施工業者 

労働環境 安全衛生管理 工事月報 工事事務所 月 1回 施工業者 

事故 安全衛生管理 工事月報 工事事務所 月 1回 施工業者 

表 5-4-1 モニタリング計画案（工事

表 5-4-2 モニタリング計画案（工事
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3) モニタリング計画案（工事後） 

表 5-4-3 に記す項目について、用地取得・住民移転完了後 3年間モニタリングを行う。 

 

分類 項目 モニタリング方法 

住民移転 

移転費用の支払い 

補償の履行状況（金銭支払い

書類、支援策の実行状況） 

生活再建費用の支払い 

樹木、果樹の補償 

その他補償金の支払い 

商業移転 

移転費用の支払い 
補償の履行状況（金銭支払い

書類、支援策の実行状況） 
生活再建費用の支払い 

その他補償金の支払い 

土地所有者 補償金の支払い  

移転委員会 
移転委員会の議事録の提出、公共事業省、環

境・水・森林省による対処記録 
 

 

 

表 5-4-3 モニタリング計画案（工事後）
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